
網改造料算定根拠
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Ⅰ 取得固定資産価額の算定に係る比率

１．取付費比率

平成23年度に完了した工事について下記の固定資産区分毎に把握した工事費における、平均的な物品費と取付費の割合。

区分 調査数
①物品費

（千円/工事）
②直接工事費
（千円/工事）

③取付費（②-①）
（千円/工事）

取付費比率（③/①）

交換機械設備 1,482 3,124 3,940 816 0.261

電力設備 389 7,309 13,558 6,249 0.855

伝送機械設備 3,888 14,394 16,682 2,288 0.159

無線機械設備 8 2,233 2,622 389 0.174

２．諸掛費比率

　①土地及び通信用建物

平成23年度決算の設備投資勘定の建物建設費における、直接工事費に対する間接工事費の割合。

土地及び通信用建物に適用する諸掛費比率  ＝  

  

　②土地及び通信用建物以外

平成23年度決算の設備投資勘定の通信網設備費における、直接工事費に対する間接工事費の割合。

土地及び通信用建物以外に適用する諸掛費比率  ＝  

３．共通割掛費比率

平成23年度決算の設備投資勘定の通信網設備費に対する試験研究設備費（ユーザ系試験研究及び純粋基礎研究相当を除く）と社内システム

開発費の合計の割合。

共通割掛費比率 ＝

諸掛費比率 ＝
建物建設費中の間接工事費

建物建設費中の直接工事費
＝

4,553百万円

43,344百万円
＝ 0.105

0.105

0.005

諸掛費比率 ＝
通信網設備費中の間接工事費

通信網設備費中の直接工事費
＝

1,604百万円

326,556百万円
＝ 0.005

共通割掛費比率 ＝
試験研究設備費＋社内システム開発費

通信網設備費
＝

1,120百万円＋15,877百万円

328,160百万円
＝ 0.052

0.052
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Ⅱ 年額料金の算定に係る比率

１．設備管理運営費比率

端末回線伝送機能

①取得固定資産（回線管理運営機能除く） 6,324,828 設備区分別固定資産明細表より（建物・構築物・土地・建設仮勘定除く）

②指定設備管理運営費（回線管理運営機能除く） 397,557 設備区分別の費用明細表より

（再掲）③減価償却費（回線管理運営機能除く） 127,364 設備区分別の費用明細表より

（再掲）④固定資産除却費（回線管理運営機能除く） 13,455 設備区分別の費用明細表より

⑤指定設備管理運営費（減価償却費・回線管理運営機能除く） 270,193 ②－③

⑥指定設備管理運営費（減価償却費・固定資産除却費・回線管理運営機能除く） 256,738 ②－（③＋④）

⑦設備管理運営費比率（減価償却費・回線管理運営機能除く） 0.043 ⑤／①

⑧設備管理運営費比率（減価償却費・固定資産除却費・回線管理運営機能除く） 0.041 ⑥／①

端末系交換機能

①取得固定資産 2,209,973 設備区分別固定資産明細表より（建物・構築物・土地・建設仮勘定除く）

②指定設備管理運営費 153,350 設備区分別の費用明細表より

（再掲）③減価償却費 44,125 設備区分別の費用明細表より

（再掲）④固定資産除却費 8,278 設備区分別の費用明細表より

⑤指定設備管理運営費（減価償却費除く） 109,225 ②－③

⑥指定設備管理運営費（減価償却費・固定資産除却費除く） 100,947 ②－（③＋④）

⑦設備管理運営費比率（減価償却費除く） 0.049 ⑤／①

⑧設備管理運営費比率（減価償却費・固定資産除却費除く） 0.046 ⑥／①

中継系交換機能

①取得固定資産 52,370 設備区分別固定資産明細表より（建物･構築物･土地･建設仮勘定除く）

②指定設備管理運営費 4,171 設備区分別の費用明細表より

（再掲）③減価償却費 1,136 設備区分別の費用明細表より

（再掲）④固定資産除却費 108 設備区分別の費用明細表より

⑤指定設備管理運営費（減価償却費除く） 3,035 ②－③

⑥指定設備管理運営費（減価償却費・固定資産除却費除く） 2,927 ②－（③＋④）

⑦設備管理運営費比率（減価償却費除く） 0.058 ⑤／①

⑧設備管理運営費比率（減価償却費・固定資産除却費除く） 0.056 ⑥／①

中継伝送機能

①取得固定資産 341,169 設備区分別固定資産明細表より（建物･構築物･土地･建設仮勘定除く）

②指定設備管理運営費 16,988 設備区分別の費用明細表より

（再掲）③減価償却費 4,587 設備区分別の費用明細表より

（再掲）④固定資産除却費 1,267 設備区分別の費用明細表より

⑤指定設備管理運営費（減価償却費除く） 12,401 ②－③

⑥指定設備管理運営費（減価償却費・固定資産除却費除く） 11,134 ②－（③＋④）

⑦設備管理運営費比率（減価償却費除く） 0.036 ⑤／①

⑧設備管理運営費比率（減価償却費・固定資産除却費除く） 0.033 ⑥／①

（単位：百万円）

区                     分 備        考

（単位：百万円）

区                     分 備        考
端末系伝送路
（加入者回線）

端末系交換設備～
端末系又は中継系

交換設備伝送路（音声）

（単位：百万円）

区                     分 備        考
端末系交換設備

（音声）

中継系交換設備
（音声）

区                     分 備        考

（単位：百万円）
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通信料対応設備合計

  （１）端末系交換設備（音声）

①取得固定資産 2,209,973 設備区分別固定資産明細表より（建物･構築物･土地･建設仮勘定除く）

②指定設備管理運営費 153,350 設備区分別の費用明細表より

（再掲）③減価償却費 44,125 設備区分別の費用明細表より

（再掲）④固定資産除却費 8,278 設備区分別の費用明細表より

  （２）端末系交換設備～端末系又は中継系交換設備伝送路（音声） （単位：百万円）

①取得固定資産 341,169 設備区分別固定資産明細表より（建物･構築物･土地･建設仮勘定除く）

②指定設備管理運営費 16,988 設備区分別の費用明細表より

（再掲）③減価償却費 4,587 設備区分別の費用明細表より

（再掲）④固定資産除却費 1,267 設備区分別の費用明細表より

  （３）中継系交換設備（音声）

①取得固定資産 52,370 設備区分別固定資産明細表より（建物･構築物･土地･建設仮勘定除く）

②指定設備管理運営費 4,171 設備区分別の費用明細表より

（再掲）③減価償却費 1,136 設備区分別の費用明細表より

（再掲）④固定資産除却費 108 設備区分別の費用明細表より

  （４）＝（１）＋（２）＋（３）

①取得固定資産 2,603,512

②指定設備管理運営費 174,509

（再掲）③減価償却費 49,848

（再掲）④固定資産除却費 9,653

⑤指定設備管理運営費（減価償却費除く） 124,661 ②－③

⑥指定設備管理運営費（減価償却費・固定資産除却費除く） 115,008 ②－（③＋④）

⑦設備管理運営費比率（減価償却費除く） 0.048 ⑤／①

⑧設備管理運営費比率（減価償却費・固定資産除却費除く） 0.044 ⑥／①

区                     分 備        考

区                     分 備        考

端末系交換設備
（音声）

備        考

（単位：百万円）

通信料対応設備
合計

（単位：百万円）

（１）②＋（２）②+（３）②

（１）③＋（２）③+（３）③

（１）④＋（２）④+（３）④

区                     分 備        考

（単位：百万円）

端末系交換設備～
端末系又は中継系

交換設備伝送路（音声）

中継系交換設備
（音声）

（１）①＋（２）①+（３）①

区                     分
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データ系設備合計

  （１）端末系交換設備（データ） （単位：百万円）

①取得固定資産 275,607 設備区分別固定資産明細表より（建物･構築物･土地･建設仮勘定除く）

②指定設備管理運営費 45,006 設備区分別の費用明細表より

（再掲）③減価償却費 15,267 設備区分別の費用明細表より

（再掲）④固定資産除却費 973 設備区分別の費用明細表より

  （２）端末系交換設備～端末系又は中継系交換設備伝送路（データ）

①取得固定資産 174,408 設備区分別固定資産明細表より（建物･構築物･土地･建設仮勘定除く）

②指定設備管理運営費 12,238 設備区分別の費用明細表より

（再掲）③減価償却費 6,846 設備区分別の費用明細表より

（再掲）④固定資産除却費 258 設備区分別の費用明細表より

  （３）中継系交換設備（データ）

①取得固定資産 77,290 設備区分別固定資産明細表より（建物･構築物･土地･建設仮勘定除く）

②指定設備管理運営費 10,835 設備区分別の費用明細表より

（再掲）③減価償却費 4,162 設備区分別の費用明細表より

（再掲）④固定資産除却費 196 設備区分別の費用明細表より

  （４）一般第一種指定設備

①取得固定資産 380,122 設備区分別固定資産明細表より（建物･構築物･土地･建設仮勘定除く）

②指定設備管理運営費 81,584 設備区分別の費用明細表より

（再掲）③減価償却費 33,936 設備区分別の費用明細表より

（再掲）④固定資産除却費 745 設備区分別の費用明細表より

  （５）＝（１）＋（２）＋（３）＋（４）

①取得固定資産 907,427 （１）①＋（２）①+（３）①＋（４）①

②指定設備管理運営費 149,663 （１）②＋（２）②+（３）②＋（４）②

（再掲）③減価償却費 60,211 （１）③＋（２）③+（３）③＋（４）③

（再掲）④固定資産除却費 2,172 （１）④＋（２）④+（３）④＋（４）④

⑤指定設備管理運営費（減価償却費除く） 89,452 ②－③

⑥指定設備管理運営費（減価償却費・固定資産除却費除く） 87,280 ②－（③＋④）

⑦設備管理運営費比率（減価償却費除く） 0.099 ⑤／①

⑧設備管理運営費比率（減価償却費・固定資産除却費除く） 0.096 ⑥／①

区                     分 備        考

区                     分 備        考

一般第一種指定設備

（単位：百万円）

（単位：百万円）

区                     分 備        考

端末系交換設備～端末系又
は中継系交換設備伝送路

（データ）

中継系交換設備
（データ）

区                     分 備        考

（単位：百万円）

端末系交換設備
（データ）

区                     分 備        考

（単位：百万円）

データ系設備合計
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繰延資産比率、投資等比率、貯蔵品比率の算定（東日本）

　 建設仮勘定及び投資等の指定設備管理部門の電気通信事業固定資産に対する割合並びに貯蔵品の電気通信事業固定資産に対する

割合

（１）指定設備管理部門の電気通信事業固定資産等の実績 （単位：百万円）

指定設備管理部門の電気通信事業固定資産 2,364,521 （Ａ）

指定設備管理部門における建設仮勘定※１ 45,646 （Ｂ）

指定設備管理部門の投資等（収益の見込まれないもの）※２ 4,885 （Ｃ）

※１　繰延資産は発生していないので無しとする。

※２　投資等は、次の例示のような収益性の見込まれない出資金・保証金・負担金等である。

（例）出資金・・・｢通信・放送機構｣への出資金

保証金・負担金等・・・敷金、権利金、アーケード負担金等

（２）電気通信事業固定資産等の実績 （単位：百万円）

電気通信事業固定資産 2,913,750 （Ａ）

建設仮勘定 49,998 （Ｂ）

貯蔵品 30,245 （Ｃ）

（３）繰延資産比率

備考

（１）の（Ｂ）／（（Ａ）-（Ｂ））

（４）投資等比率

備考

（１）の（Ｃ）／（（Ａ）-（Ｂ））

（５）貯蔵品比率

備考

（２）の（Ｃ）／（（Ａ）-（Ｂ））

３．他人資本比率、自己資本比率、他人資本利子率、有利子負債以外の負債の比率、有利子負債以外の負債の利子相当率、

　　利益対応税率、貸倒率

網使用料算定根拠による。

区分 期末平均残高

繰延資産比率 0.0197

区分 期末平均残高

区分 区分

区分 区分

投資等比率 0.0021

区分 区分

貯蔵品比率 0.0106
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４.自己資本利益率

（１）過去３年間のリスクの低い金融商品の平均金利の平均値

区分 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平均値

国債１０年ものの利回り 0.0137 0.0117 0.0108 0.0121

（２）主要企業の過去５年間の平均自己資本利益率

区分 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平均値

主要企業の自己資本利益率 0.0721 0.0121 0.0304 0.0400 0.0322 0.0374

   （注）「日経経営指標」より。ただし平成23年度は速報値である。

　　（３）料金算定に採用する自己資本利益率

　上記（１），（２）を勘案し、低い方の（１）の過去３年間のリスクの低い金融商品の平均金利の平均値を採用する

区分 採用値

自己資本利益率 0.0121
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